第４編　その他災害対策編　
第１章　災害予防計画

第１節　火山噴火降灰予防計画　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・町民生活課・健康福祉課・産業観光課・建設課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
県内で想定される地震と火山の噴火は直接関係はないが、相模トラフや南海トラフで大規模な地震が発生した場合には、国内の火山活動が活発化する可能性が中央防災会議で指摘されている。 

また、浅間山では、近年の大規模な噴火である天明３年（1783年）の大噴火において本庄～深谷にかけて軽石、火山灰の降下、堆積が確認されている。 

こうした事項を踏まえ、火山噴火に伴う降灰に対応するための必要な事項について定める。

実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　知識の普及啓発
火山現象や前兆現象について、火山に関する情報や報道がなされたときに理解できるよう、火山現象とその危険性に関する知識の普及啓発及び火山情報（噴火警報・予報、降灰予報）の種類と発表基準についての周知を図る。
１　噴火警報(居住地域）・噴火警報（火口周辺）・噴火警報（周辺海域） 
気象庁火山監視・情報センターが、居住地域や火口周辺に重大な影響を及ぼす噴火発生が予測される場合に、予想される影響範囲を明示して発表する。居住地域に重大な影響が及ぶと予想される場合の名称は、「噴火警報（居住地域）」で、略称は「噴火警報」となる。火口周辺の身に重大な影響が予想される場合の名称は「噴火警報（火口周辺）」で、略称は「火口周辺警報」となる。 

２　噴火警戒レベル 

火山活動の状況を噴火時の危険範囲や住民等がとるべき防災行動を踏まえて５段階に区分したもの。噴火警戒レベルは火山ごとに導入され噴火警報及び噴火予報で噴火警戒レベルを発表する。住民や登山者、入山者等に必要にわかりやすいように、各区分にそれぞれ「避難」「避難準備」「入山規制」「火口周辺規制」「平常」のキーワードを付けて警戒を呼びかける。 
	名称
	対象範囲
	発表基準
	噴火警戒レベル

（キーワード）

	噴火警報

（居住地域）

または

噴火警報
	居住地域

及びそれより火口側
	居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が切迫している状態と予想される場合
	レベル５（避難）

	
	
	居住地域に重大な被害を及ぼす噴火が発生する可能性が高まってきていると予想される場合
	レベル４

（避難準備）

	噴火警報

（火口周辺）

または

火口周辺警報
	火口から居住地域近くまでの広い範囲の火口周辺
	居住地域の近くまで重大な影響を及ぼす噴火が発生すると予想される場合
	レベル３

（入山規制）

	
	火口から少し離れたところまでの火口付近
	火口周辺に影響を及ぼす噴火が発生すると予想される場合
	レベル２

（火口周辺規制）

	噴火予報
	火口内等
	予想される火山現象の状況が静穏である場合、その他火口周辺等においても影響を及ぼすおそれがない場合
	レベル１（平常）


３　噴火予報 

気象庁火山監視・情報センターが、火山活動が静穏（平常）な状態が予想される場合に発表する。また、警報の解除を行う場合等にも発表する。 

４　降灰予報 

噴煙の火口からの高さが３千メートル以上、あるいは噴火警戒レベル３相当以上の噴火など、一定規模以上の噴火が発生した場合に、噴火発生から概ね６時間後までに火山灰が降ると予想される地域を発表する予報。 

５　火山ガス予報 

居住地域に長時間影響するような多量の火山ガスの放出がある場合に、火山ガスの濃度が高まる可能性のある地域を発表する予報。 

６　火山現象に関する情報等 

噴火警報・予報、降灰予報及び火山ガス予報以外に、火山活動の状況等をお知らせするための情報等で、気象庁が発表する。 
第２　事前対策の検討

町は、火山降灰によって生じることが想定される災害予防として、次の予防・事前対策を検討する。

１　町民の安全、健康管理等

２　降灰による空調機器等への影響

　３　視界不良時の交通安全確保

　４　農産物等への被害軽減対策

　５　上下水道施設への影響の軽減対策

　６　降灰処理対策

第３　物資の備蓄

火山の噴火に伴う道路等への降灰によって、物資の輸送に支障が生じ、物流が混乱する場合を想定し、町及び住民は、食糧、水、生活必需品等の備蓄を推進する。

第２節　複合災害予防計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【町・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
東日本大震災では東北地方太平洋沖地震、大津波、原子力発電所事故が複合的に発生した。このように、同種あるいは異種の災害が同時または時間差をもって発生する複合災害が発生した場合、被害の激化、広域化及び長期化が懸念される。

そのため、地震及び風水害等による複合災害を想定し、町民の生命・身体・財産を災害から保護し、複合災害による被害を軽減させるために必要な対策等について定める。

実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　複合災害への対応の原則

　１　人命救助第一

町は、人命の救助を第一に、県、自衛隊、警察、消防などの防災機関と緊密に連携し、被災者の救援・救助活動、消火活動等の災害応急活動に全力を尽くす。

２　二次災害の防止

町は、村内被災者の安全を確保し、被害を最小限に抑える。

３　ライフラインの復旧

町は、被災者の生活復旧のため、各指定公共機関が行う電気、ガス、水道、通信等のライフライン等の早期復旧を図るための積極的な支援を行う。

第２　複合災害に関する防災知識の普及
自然災害は単独で発生するばかりではなく、発生の確率は低いとしても複合的に発災する可能性があること、またその災害の組み合わせや発生の順序は多種多様であることを防災関係機関間で共有するとともに、町民等に対して周知する。
第３　防災施設の整備等

町は、複合災害発生時の被害想定を検討するとともに、庁舎等が使用できなくなった場合の代替の活動場所をあらかじめ設定し、災害対応や業務継続性の確保を図るよう努める。

第４　避難対策

第２編・第１章・第７節「避難予防対策」を準用する。

第５　災害医療体制の整備

第２編・第１章・第９節「医療体制等の整備」を準用する。

第６　災害時の要配慮者対策

第２編・第１章・第15節「避難行動要支援者安全確保計画」を準用する。
第３節　広域応援対策予防計画　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
現在、県では、災害時に他の自治体と相互に協力して災害対応を行うため、九都県市（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、さいたま市、相模原市）、全国知事会（関東地方知事会）、三県知事会（群馬県、埼玉県、新潟県）で相互応援協定を締結するなど、広域応援体制の整備を推進している。

また、今後30年以内の発生確率が70％といわれる南関東地域の大地震のうち、「東京湾北部地震」が発生した場合、東京都、千葉県、神奈川県、埼玉県の４県合計で、死者約１万２千人、負傷者約22万５千人、避難者約593万人が発生すると想定されており、首都圏の都県間では相互応援も困難な事態となるため、全国からの応援が必須となる。

こうした中、北関東・東北・中部地方からの交通ルートを有する埼玉県の担う役割は大きく、町では、県と連携した広域応援体制を推進していくことが求められる。

そのため町は、県と連携し、災害時の広域応援体制の推進を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　広域避難者の受入体制の整備

町は、広域一時滞在の要請があった場合に備え、他の都道府県からの避難者を受け入れる施設の事前確保に努める。
また、応急仮設住宅の適地調査や公営住宅等の空き室状況の把握、社会福祉施設や病院における収容能力等の把握を行うとともに、みなし仮設住宅としての民間賃貸住宅については、迅速な提供体制を検討する。

第２　広域支援拠点の確保

町は、広域応援を実施する時に必要となる物資・人的応援の受け皿となる拠点の候補地を事前に設定・確保しておくこととする。

第３　広域応援要員チームへの参加

町は、多岐にわたる被災地のニーズに対応するため、県が事前に編成する職種混成の応援要員チームへの参加要請があった場合、特段の理由がない限り、これに協力するものとする。

第４　県内被害に極小化による活動余力づくり

町は、減災対策を推進し、発災時に他の自治体を応援するための活動余力を確保する。
１　町民の防災意識の高揚と災害の備えを強化するための普及啓発を行うとともに、住民参加型の実践的な防災訓練を積極的に行う。

２　自主防災組織の育成及び自主防災組織の活動において、中心的役割を担うリーダー育成を強化する。

３　建物の耐震化・不燃化、社会資本の予防保全型維持管理を推進するなど、防災まちづくりを強化する。

４　企業等による災害時の事業継続（ＢＣＰ）の取組みを促進する。









































































































































































